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表-2.5.1.2 指定申請等に係る提出書類早見表 

           

提出書類 

届出内容 

 

指
定
申
請
書 

機
械
器
具
調
書 

誓
約
書 

主
任
技
術
者 

選
任
・
解
任
届
出
書 

指
定
事
項
変
更
届
出
書 

廃
止
・
休
止
・
再
開
届
出
書 

登
記
簿
謄
本 

定
款
又
は
寄
付
行
為
の
写
し 

住
民
票 

※
２ 

主
任
技
術
者
免
許
証
又
は 

主
任
技
術
者
証
の
写
し 

指
定
更
新
時
確
認
書 

指
定
証
の
再
発
行
の
申
請 

提
出
期
限 

指定申請（法人） （法 25条の 2） 

（施行規則 18～20 条） 

〇 〇 〇    〇 〇  〇 〇   

  〃 （個人） 〇 〇 〇      〇 〇 〇   

指定更新（法人） （法 25条の 3の 2） 

※上記規定準用 

〇 〇 〇    〇 〇  〇 〇   

  〃 （個人） 〇 〇 〇      〇 〇 〇   

主任技術者の選任 （法 25条の 4） 

（施行規則 21、22 条） 

   〇      〇   
遅滞なく※1 

主任技術者の解任    〇         

変
更
届 

氏名又は名称（法人）   〇  〇        

変更のあった日又は 

廃止・休止した日から

30日以内 

氏名又は名称（個人）     〇  〇 〇     

法人の代表者   〇  〇    〇    

住所（法人）     〇  〇 〇     

〃 （個人）     〇  〇 〇     

法人の役員氏名   〇  〇    〇    

事業所の名称、所在地     〇  〇      

廃止、休止      〇       

再開      〇       再開日から 10日以内 

指定証の再発行            〇 遅延なく 

 

○：提出するもの 

※1 指定を受けたときは、指定の日から 2週間以内、主任技術者が欠けるに至ったときは、

当該事由が発生した日から 2週間以内。 

※2 住民票の提出に代わり、住民基本台帳ネットワークを利用した本人確認も可能だが、手

続きに時間を要する場合がある。 

 

3）組織変更又は合併の場合の届出等 

  指定業者は、個人から法人への変更や法人の組織変更等の届出等を提出する場合、表

-2.5.1.3 のとおりに手続を行わなければならない。 

 

表-2.7.1.3 組織変更又は合併の場合の届出等 

申請者 内容 具体例 届出方法 

個人 

法人化 
 個人⇒法人 

 （法人⇒個人 も同様の取扱い） 
廃止・指定申請 

相続  個人が死亡し、相続人が事業を継続したいとき 廃止・指定申請 

法人 

組織変更 

合同会社 

合名会社     ⇒株式会社 

合資会社 
廃止・指定申請 

 有限会社 ⇒ 株式会社 

指定事項変更届 
 合同会社 ・ 合名会社 ・ 合資会社間 

合併 

 指定業者 Aと 

 指定業者 Bが合併 

A と Bが吸収合併 
A は、指定事項変更届 

B は、廃止届 

新会社 C設立 

（新設合併） 

A、Bともに廃止届 

C が指定申請 

 会社 Aと 

 指定業者 Bが合併 

A が指定業者 Bを吸収合併 
A は、指定事項変更届 

B は、廃止届 

新会社 C設立 

（新設合併） 

A が指定申請、Bは廃止届 

C が指定申請 
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２ 給水装置工事の主な手続等 

指定業者は、申込者から工事を委任された後、管理者に当該給水装置工事に関する必

要な手続きを行わなければならない。 

【主な関係法令等】事業条例第 5条第 2項 

（解説） 

 標準的な給水装置項のフローは、図-2.5.2.1 のとおりとする。 

 また、図中に示す標準処理期間とは、管理者が行う処理に要する期間であり、図面の修 

正等に要する期間は含まれない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.5.2.1 標準的な給水装置工事のフロー 
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８ 検査申込み及びメーターの出庫 

中間検査、仮検査、竣工検査のすべての検査にかかる検査申込みは、閉庁日を除く検査 10

日前より先着順予約制であり、検査申込み翌日の検査は、原則、申し込むことができない。 

また、工事申込みに伴うメーターの出庫は、原則、仮検査又は竣工検査の当日に現場で行

うものとする。 

なお、指定業者は、撤去や改造の工事に伴い取り外した既設メーターを管理者に返却しな

ければならない。 

【主な関係法令等】事業条例第 5条、業者規定第 16 条 

（解説） 

1) 検査申込み 

検査日時の決定は、指定業者が管理者に検査を申込むことで決定されるものとし、その受

付時間は午前中（8:45～12:00）とする。 

また、断水作業を伴う工事や、やむを得ず閉庁日及び夜間となるものについては、実施予

定日までに余裕をもって施工の工程や日程を協議するものとする。 

なお、指定業者は、断水作業を伴う検査を申し込む場合、配布予定である周知ビラを管理

者に提出するものとする。その周知ビラは、原則、管理者が定める周知ビラの内容を含める

ものとする（詳細は、4-2“その他の参考資料”を参照）。 

検査当日に雨天等により検査を中止する場合、指定業者は、午前 9 時までに管理者に連絡

するものとする。 

それぞれの検査申込みに係る要件及び必要書類は、表-2.5.8.1～2 のとおりとする。 

表-2.5.8.1 検査申込みの要件 

検査種別 検査内容 検査申込要件 

中間検査 

2-5-2 

“高槻市企業管理者が行う

検査” 

①工事申込みの承認がなされていること 

②道路掘削を伴う場合は、施行を開始するまでに、道路占用許

可、道路使用許可等の必要書類を提示し、確認を受けること 

③工事内容に応じた必要書類を提出すること（表-2.5.8.2 を参

照） 

仮検査 
①工事申込みの承認がなされていること 

②給水申込みがなされていること 

竣工検査 

② 工事申込みの承認がなされていること 

②竣工届を提出し、書類検査が受検済みであること ※ 

③給水申込みがなされていること  

※ 中間検査と同時に竣工検査を行う場合、書類検査の受検はせず、必要書類を検査申込時に提出すること。 

 






